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１ 指導・監査について 

  ～指導編～ 

（１）指導の目的 

介護保険制度では，サービスの直接的な担い手である介護保険施設等に 

は，利用者の尊厳を守り，かつ質の高いサービス提供が求められています。 

指導は，介護保険施設等が適正なサービスを行うことができるよう国や 

地方自治体が支援し，「介護給付等対象サービスの取扱い」及び「介護報酬 

の請求」に関する「周知の徹底」を行い，「サービスの質の確保」や「保険 

給付の適正化」を図ることを目的としています。 

・出典 厚生労働省 介護保険施設等運営指導マニュアル 

（２）指導の種類 

  ア 集団指導 

   指導の内容に応じ，指導の対象となるサービス事業者等を一定の場所 

に集め，もしくは，八千代市公式ホームページ等（以下「ホームページ等」 

という。）への資料の掲載及び動画の配信並びにオンライン会議システム 

（以下「オンライン等」という。）により講習等を行います。 

   イ 運営指導 

実地（事業所の所在地）に職員が訪問し行います。 

なお，オンライン等の活用により，実地に訪問せずに実施することが可 

能となったため，これまでの「実地指導」から「運営指導」へと名称を改 

めています。 

 （３）指導の実施頻度 

   ア 集団指導 

    サービス毎に年１回（※） 

※社会情勢等により実施できない場合があります。 

   イ 運営指導 

・指定の有効期間内に少なくとも１回以上（一部の地密サービスを除く） 

    ・苦情・通報があった事業所に対し，必要に応じ実施
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（４）運営指導の流れ 

① 実施に係る連絡 
市担当者から管理者等へ連絡し，日程調整を行いま

す。 

② 実施通知の送付 実施日の１か月前までに，実施通知を郵送します。 

③ 資料等の準備 
実施通知の送付時に，事前にご用意いただく資料と

当日ご用意いただく資料をお知らせします。 

④ 運営指導当日 

実施通知に記載されている事業所職員に立ち会っ

ていただき，市職員による聞き取り等を行います。 

なお，運営指導の実施中に以下に該当する状況が確

認された場合は，運営指導を中止し，監査へ切り替

えます。Ｐ３にも記載しています。 

・人員，施設設備，運営基準に従っていない状況が 

著しいと認められる場合又はその疑いがある場 

合 

・介護報酬請求について不正又は不正の疑いがあ 

る場合 

・不正の手段による指定等又はその疑いがある場 

 合 

・高齢者虐待等がある又はその疑いがある場合 

⑤ 運営指導終了後 

運営指導終了後１～２週間以内に結果通知を郵送

します。 

・指摘事項がある場合：改善報告書を提出 

・指摘事項がない場合：終了 

⑥ 改善報告書の提出 

結果通知に記載されている期限までに改善報告書

を提出いただきます。 

改善が確認出来次第終了となりますが，内容によっ

ては修正を依頼する場合があります。 
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 ～監査編～ 

（１）監査の目的 

監査は，介護保険施設等監査指針に基づき介護保険施設等において人員 

基準違反や運営基準違反，不正請求，高齢者虐待等が認められた場合やその

おそれがある場合に介護保険法第７６条等に基づき，報告，帳簿書類等の物

件の提示を求め，関係者の出頭，質問を行うことにより情報を収集するとと

もに現地に立ち入って検査を行い，事実関係を確認する行為です。 

なお，検査とは，現状を何らかの基準に照らして，その適合状況を確認す

る行為であり，その主体は行政機関となります。 

・出典 厚生労働省 介護保険施設等運営指導マニュアル 

 （２）指導から監査への変更契機 

   以下のケースについて，監査を実施いたします。 

   ア 人員，施設設備，運営基準に従っていない状況が著しいと認められる 

場合又はその疑いがある場合 

   イ 介護報酬請求について不正又は不正の疑いがある場合 

   ウ 不正の手段による指定等又はその疑いがある場合 

   エ 高齢者虐待等がある又はその疑いがある場合 
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２ 令和６年度介護報酬改定について 

 ここからは，令和６年４月施行の報酬改定の内容となります。 

 基本的には，厚生労働省の「令和６年度介護報酬改定における改定事項につい

て」と同様ですが，内容によって，本市における取扱い等を記載しておりますの

で，今後の業務の参考としてください。 

 また，内容の中で，「基準（予防基準）」や「条例（予防条例）」といった用語

を用いておりますが，以下のように読み替えていただくようお願いいたします。 

 なお，題目ごとに「★」がついているものについては，介護予防支援と共通事

項になります。  

  

  （厚生労働省が定めるもの） 

・基準 

読み替え後：指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準 

・予防基準 

読み替え後：指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支  

援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準  

（八千代市が定めるもの） 

・条例 

読み替え後：八千代市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基 

準等を定める条例 

・予防条例 

読み替え後：八千代市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介  

護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関す  

る基準等を定める条例  
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（１）人員及び運営基準に関すること 

   ア 管理者の責務及び兼務範囲の明確化等 

    提供する介護サービスの質を担保しつつ，介護サービス事業所を効率 

的に運営する観点から，管理者の責務について，利用者へのサービス提供 

の場面等で生じる事象を適時かつ適切に把握しながら，職員及び業務の 

一元的な管理・指揮命令を行うことである旨を明確化した上で，管理者が

兼務できる事業所の範囲について，管理者がその責務を果たせる場合には，

同一敷地内における他の事業所，施設等ではなくても差し支えない旨を

明確化する。 

 

 

 

 

 

  

現状で，市として兼務できる職種の数に制限（上限）等は設けておりませ

んが，上記の説明にもあるように「管理者がその責務を果たせる場合」に限

りますので，管理者の勤務.状況等を考慮した上で判断してください。 

ただし，サービスの質の低下等（利用者等からの苦情等）が散見された場

合は，制限（上限）等を設ける場合がございます。 

 また，兼務するサービスの指定権限が八千代市以外の場合は，各指定権者

にも必ずご確認ください。  

参考条文 

条例（抜粋） 

(管理者の責務) 

第１９条 指定居宅介護支援事業所の管理者は，当該指定居宅介護支援事業所 

の介護支援専門員その他の従業者の管理，指定居宅介護支援の利用の 

申込みに係る調整，業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行 

わなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業所の管理者は，当該指定居宅介護支援事業所 

の介護支援専門員その他の従業者にこの章の規定を遵守させるため必 

要な指揮命令を行うものとする。 
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イ 介護支援専門員１人当たりの取扱件数（基準） 

    基本報酬における取扱件数との整合性を図る観点から，指定居宅介護 

支援事業所ごとに１以上の員数の常勤の介護支援専門員を置くことが 

必要となる人員基準について，以下の見直しを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①原則 ，要介護者の数に要支援者の数に３分の１を乗じた数を加えた数が４ 

４又はその端数を増すごとに１とする。 

②指定居宅介護支援事業者と指定居宅サービス事業者等との間において，居

宅サービス計画に係るデータを電子的に送受信するための公益社団法人国民

健康保険中央会のシステム（※）を活用し，かつ，事務職員を配置している

場合においては，要介護者の数に要支援者の数に３分の１を乗じた数を加え

た数が４９又はその端数を増すごとに１とする。 

（※）ケアプランデータ連携システムのことを指します。現状では，他のシ 

ステムの導入は上記の要件に該当しませんのでご注意ください。 

（※）システムの導入を要件としており，使用の有無は要件となっておりま 

せん。 

なお，事務職員の配置は必須となりますのでご注意ください。  

（補足） 

厚生労働省が所管する「居宅介護支援費に係るシステム評価検討会」にお

いて，「ケアプランデータ連携システム」と同等の機能とセキュリティを有す

るシステムは「ケアプランデータ連携システム」を活用しているものと見な

す取扱いについて議論されていることから，今後，見直しが行われる可能性

があります。 

その際，八千代市ケア倶楽部等を通じ周知を行う予定としておりますが，

各事業所におかれましても，続報について注視いただくようお願いします。  



7 

 

ウ 他のサービス事業所との連携によるモニタリング（★） 

    人材の有効活用及び指定居宅サービス事業者等との連携促進によるケ 

アマネジメントの質の向上の観点から，以下の要件を設けた上で，テレビ 

電話装置その他の情報通信機器を活用したモニタリングを可能とする見 

直しを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①利用者の同意を得ること。  

②サービス担当者会議等において，次に掲げる事項について主治医，担当者

その他の関係者の合意を得ていること。 

ⅰ 利用者の状態が安定していること。 

ⅱ 利用者がテレビ電話装置等を介して意思疎通ができること（家族のサ 

ポートがある場合も含む）。 

ⅲ テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは収集できない情報につ 

いて，他のサービス事業者との連携により情報を収集すること。 

③少なくとも２月に１回（介護予防支援の場合は６月に１回）は利用者の居

宅を訪問すること。 

介護保険最新情報Ｖｏｌ．１２２５「令和６年度介護報酬改定に関するＱ

＆Ａ（Ｖｏｌ.１）」の問１０６～問１１１（Ｐ６５～Ｐ６６）にＱＡが掲載

されていますので，添付資料を参照してください。 
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エ 業務継続計画未策定事業所に対する減算の導入（★） 

    感染症や災害が発生した場合であっても，必要な介護サービスを継続

的に提供できる体制を構築するため，業務継続に向けた計画の策定の徹

底を求める観点から，感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継

続計画が未策定の場合，基本報酬を減算する。 

なお，訪問系サービス，福祉用具貸与，居宅介護支援については，令和 

３年度介護報酬改定において感染症の予防及びまん延防止のための指針 

の整備が義務付けられてから間もないこと及び非常災害に関する具体的 

計画の策定が求められていないことを踏まえ，令和７年３月３１日まで 

の間，これらの計画の策定を行っていない場合であっても，減算を適用し 

ないこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

  

①業務継続計画未策定減算 

→利用者全員の所定単位数の１００分の１に相当する単位数を減算 

②経過措置期間 

→令和７年３月３１日まで（令和７年４月１日より適用） 

③減算の適用 

→基準を満たさない事実が生じた時点から改善が認められた月まで（※） 

※例として，令和７年１０月の運営指導等において，業務継続計画の未策定

が判明した場合，令和７年１０月からではなく、遡及して令和７年４月から

減算の対象となります。 
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オ 高齢者虐待防止の推進（★） 

利用者の人権の擁護，虐待の防止等をより推進する観点から，全ての 

介護サービス事業者（居宅療養管理指導及び特定福祉用具販売を除 

く。）について，虐待の発生又はその再発を防止するための措置（虐待 

の発生又はその再発を防止するための委員会の開催，指針の整備，研修 

の実施，担当者を定めること）が講じられていない場合に，基本報酬を 

減算する。 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

  

①高齢者虐待防止措置未実施減算 

→利用者全員の所定単位数の１００分の１に相当する単位数を減算 

②経過措置期間 

→なし（令和６年４月１日より義務化） 

③減算の適用 

→事実が生じた月の翌月から改善が認められた月まで（※） 

※運営指導等によって措置が講じられていないことが判明した日の属する 

月が「事実が生じた月」となります。 

業務継続計画未策定減算の適用とは異なり，過去に遡及して当該減算が適 

用されることはありませんので混在しないよう注意してください。 

介護保険最新情報Ｖｏｌ．１２２５「令和６年度介護報酬改定に関するＱ

＆Ａ（Ｖｏｌ．１）」の問１６４～問１６６（Ｐ９８～Ｐ１００）にＱＡが掲

載されていますので，添付資料を参照してください。 
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カ 身体的拘束等の適正化の推進（★） 

利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得 

ない場合を除き，身体的拘束等を行ってはならないこととし，身体的拘束 

等を行う場合には，その態様及び時間，その際の利用者の心身の状況並び 

に緊急やむを得ない理由を記録することを義務付ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

記録の保存期間：その完結の日（※）から５年間 

（※）個々の利用者につき，契約終了（契約の解約・解除，施設への入 

所，利用者の死亡，利用者の自立等）により一連のサービス提供が 

終了した日を指します。  

参考条文 

条例（抜粋） 

（記録の整備） 

第３１条 （略） 

２ 指定居宅介護支援事業者は，利用者に対する指定居宅介護支援の提供に関する次に掲

げる記録を整備し，その完結の日から５年間保存しなければならない。 

（１）～（２）（略） 

（３）第１５条第２号の３の規定による身体的拘束等の態様及び時間，その際の利用者の 

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

予防条例（抜粋） 

（記録の整備） 

第３０条 （略） 

２ 指定介護予防支援事業者は，利用者に対する指定介護予防支援の提供に関する次に掲

げる記録を整備し，その完結の日から５年間保存しなければならない。 

（１）～（２）（略） 

（３）第３２条第２号の３の規定による身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為

（第３２条第２号の２及び第２号の３において「身体的拘束等」という。）の態様及

び時間，その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

 

http://srb17.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
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  介護保険最新情報Ｖｏｌ．１２２５「令和６年度介護報酬改定に関するＱ

＆Ａ（Ｖｏｌ．１）」の問１６７～問１６９（Ｐ１００～Ｐ１０１）及び介護

保険最新情報Ｖｏｌ．１３４５「高齢者虐待防止措置未実施減算、身体拘束

廃止未実施減算の取扱いに係るＱ＆Ａの周知について」にＱＡが掲載されて

いますので，添付資料を参照してください。 
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キ ケアプラン作成に係る「主治の医師等」の明確化（★） 

退院後早期に介護保険のリハビリテーションを開始することを可能と 

する観点から，介護支援専門員が居宅サービス計画に通所リハビリテー

ション・訪問リハビリテーションを位置付ける際に意見を求めることと

されている「主治の医師等」に，入院中の医療機関の医師を含むことを

明確化する。 

  
＜指定居宅介護支援（指定介護予防支援）の具体的取扱方針＞ 

（太字下線が追加部分） 

基準第１３条第１９号～第２０条，条例第１５条第２２号～第２４号， 

予防基準第３０条第２１号～第２２号，予防条例第３２条第２１号～２ 

２号（主治の医師等の意見等）の解釈 

（前段省略） 

また，ここで意見を求める「主治の医師等」については，要介護（要支

援）認定の申請のために主治医意見書を記載した医師に限定されないこと

に留意すること。 

特に，訪問リハビリテーション及び通所リハビリテーションについて

は，医療機関からの退院患者において，退院後のリハビリテーションの早

期開始を推進する観点から，入院中の医療機関の医師による意見を踏まえ

て，速やかに医療サービスを含む居宅サービス計画を作成することが望ま

しい。 

（後段省略） 
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（２）報酬に関すること 

ア 特定事業所加算の見直し 

    居宅介護支援における特定事業所加算の算定要件について以下の見直 

しを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

  

①多様化・複雑化する課題に対応するための取組を促進する観点から，「ヤ 

ングケアラー，障害者，生活困窮者，難病患者等，他制度に関する知識等に

関する事例検討会，研修等に参加していること」を要件とするとともに，評

価の充実を行う。 

②（主任)介護支援専門員の専任要件について，居宅介護支援事業者が介護予 

防支援の提供や地域包括支援センターの委託を受けて総合相談支援事業を 

行う場合は，これらの事業との兼務が可能である旨を明確化する。 

③事業所における毎月の確認作業等の手間を軽減する観点から，運営基準減 

算に係る要件を削除する。 

④介護支援専門員が取り扱う一人当たりの利用者数について，居宅介護支援 

費の見直しを踏まえた対応を行う。 

＜改定前＞                  ＜改定後＞ 

特定事業所加算Ⅰ   ５０５単位／月     ５１９単位／月 

特定事業所加算Ⅱ   ４０７単位／月     ４２１単位／月 

特定事業所加算Ⅲ   ３０９単位／月     ３２３単位／月 

特定事業所加算（Ａ） １００単位／月     １１４単位／月 

 



14 

 

イ 居宅介護支援事業者が市町村から指定を受けて介護予防支援を行う 

場合の取扱い  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 市町村長に対し，介護予防サービス計画の実施状況等に関して情報提供

することを運営基準上義務付けることに伴う手間やコストについて評価

する新たな区分を設ける。 

イ 以下のとおり運営基準の見直しを行う。 

ⅰ 居宅介護支援事業所が現在の体制を維持したまま円滑に指定を受けら

れるよう，居宅介護支援事業者が指定を受ける場合の人員の配置につ

いては，介護支援専門員のみの配置で事業を実施することを可能とす

る。 

ⅱ また，管理者を主任介護支援専門員とするとともに，管理者が他の事 

業所の職務に従事する場合（指定居宅介護支援事業者である指定介護 

予防支援事業者の場合であって，その管理する指定介護予防支援事業 

所の管理に支障がないときに限る。）には兼務を可能とする。  

ウ 居宅介護支援と同様に，特別地域加算，中山間地域等における小規模事

業所加算及び中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算の対象と

する。 
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令和６年４月より，居宅介護支援事業者も市町村からの指定を受けて介護予 

防支援を実施できるようになったため，上記の見直しが行われました。 

従来通り，居宅介護支援事業所は介護予防支援事業所の指定を受けていなく

とも，地域包括支援センターから委託を受ければ，介護予防支援業務を行うこ

とは可能です。 

ただし，介護予防ケアマネジメント業務につきましては，指定の有無に関わ

らず，従前と同様の取扱いとなりますのでご注意ください。 

また，令和７年１月１日時点において，八千代市内の居宅介護支援事業所が

介護予防支援の指定を受けたケースはございませんが，指定を希望される場合

にはご相談ください。 
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ウ 入院時情報連携加算の見直し 

    入院時情報連携加算について，入院時の迅速な情報連携をさらに促進 

する観点から，現行入院後３日以内又は入院後７日以内に病院等の職員 

に対して利用者の情報を提供した場合に評価しているところ，入院当日 

中又は入院後３日以内に情報提供した場合に評価するよう見直しを行う。 

その際，事業所の休業日等に配慮した要件設定を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

↓ 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

＜改定前＞ 

入院時情報連携加算（Ⅰ）２００単位／月 

利用者が病院又は診療所に入院してから３日以内に，当該病院又は診療所の

職員に対して当該利用者に係る必要な情報を提供していること。 

入院時情報連携加算（Ⅱ）１００単位／月 

利用者が病院又は診療所に入院してから４日以上７日以内に，当該病院又は

診療所の職員に対して当該利用者に係る必要な情報を提供していること。 

<改定後> 

入院時情報連携加算（Ⅰ）２５０単位／月 

利用者が病院又は診療所に入院した日のうちに，当該病院又は診療所の職員

に対して当該利用者に係る必要な情報を提供していること。 

※入院日以前の情報提供を含む。 

※営業時間終了後又は営業日以外の日に入院した場合は，入院日の翌日を含 

む。 

入院時情報連携加算（Ⅱ）２００単位／月 

利用者が病院又は診療所に入院した日の翌日又は翌々日に，当該病院又は診

療所の職員に対して当該利用者に係る必要な情報を提供していること。 

※営業時間終了後に入院した場合であって，入院日から起算して３日目が営 

業日でない場合は，その翌日を含む。 
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エ 通院時情報連携加算の見直し 

通院時情報連携加算について，利用者の口腔衛生の状況等を適切に把 

握し，医療と介護の連携を強化した上でケアマネジメントの質の向上を 

図る観点から，医師の診察を受ける際の介護支援専門員の同席に加え，利 

用者が歯科医師の診察を受ける際に介護支援専門員が同席した場合を同 

加算の対象とする見直しを行う。 

   オ ターミナルケアマネジメント加算等の見直し 

    ターミナルケアマネジメント加算について，自宅で最期を迎えたいと 

考えている利用者の意向を尊重する観点から，人生の最終段階における 

利用者の意向を適切に把握することを要件とした上で，当該加算の対象 

となる疾患を末期の悪性腫瘍に限定しないこととし，医師が一般に認め 

られている医学的知見に基づき，回復の見込みがないと診断した者を対 

象とする見直しを行う。 

併せて，特定事業所医療介護連携加算におけるターミナルケアマネジ 

メント加算の算定回数の要件についても見直しを行う。 

 

 

 

 

   オ 介護支援専門員１人当たりの取扱件数（報酬） 

   カ 同一建物に居住する利用者へのケアマネジメント 

  

 

 

 

 

↓ 

 
 

＜改定前＞ 

ターミナルケアマネジメント加算 

在宅で死亡した利用者（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）に対して，その死亡

日及び死亡日前１４日以内に２日以上，当該利用者又はその家族の同意を得

て，当該利用者の居宅を訪問し，当該利用者の心身の状況等を記録し，主治

の医師及び居宅サービス計画に位置付けた居宅サービス事業者に提供した

場合 

特定事業所医療介護連携加算 

前々年度の３月から前年度の２月までの間においてターミナルケアマネ

ジメント加算を５回以上算定していること。 
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＜改定後＞ 

ターミナルケアマネジメント加算 

在宅で死亡した利用者に対して，終末期の医療やケアの方針に関する当該利

用者又はその家族の意向を把握した上で，その死亡日及び死亡日前１４日以

内に２日以上，当該利用者又はその家族の同意を得て，当該利用者の居宅を

訪問し，当該利用者の心身の状況等を記録し，主治の医師及び居宅サービス

計画に位置付けた居宅サービス事業者に提供した場合 

特定事業所医療介護連携加算 

前々年度の３月から前年度の２月までの間においてターミナルケアマネジ

メント加算を１５回以上算定していること。 

※令和７年３月３１日までの間は，なお従前の例によるものとし，同年４月 

１日から令和８年３月３１日までの間は，令和６年３月におけるターミナ 

ルケアマネジメント加算の算定回数に３を乗じた数に令和６年４月から 

令和７年２月までの間におけるターミナルケアマネジメント加算の算定 

回数を加えた数が１５以上であることとする。 
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カ 介護支援専門員１人当たりの取扱件数（報酬） 

居宅介護支援事業所を取り巻く環境の変化を踏まえ，ケアマネジメント

の質を確保しつつ，業務効率化を進め人材を有効活用するため，居宅介護

支援費について，以下の見直しを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

    

①居宅介護支援費（Ⅰ）（ⅰ）の取扱件数について，現行の「４０未満」を 

「４５未満」に改めるとともに，居宅介護支援費（Ⅰ）（ⅱ）の取扱件数につ

いて，現行の「４０以上６０未満」を「４５以上６０未満」に改める。 

②居宅介護支援費（Ⅱ）の要件について，ケアプランデータ連携システムを

活用し，かつ，事務職員を配置している場合に改めるとともに，居宅介護支

援費 （Ⅱ）（ⅰ）の取扱件数について，現行の「４５未満」を「５０未満」

に改め，居宅介護支援費（Ⅱ）（ⅱ）の取扱件数について，現行の「４５以上

６０未満」から「５０以上６０未満」に改める。 

③居宅介護支援費の算定に当たっての取扱件数の算出に当たり，指定介護予

防支援の提供を受ける利用者数については，３分の１を乗じて件数に加える

こととする。 
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これまでにいただいた質問 

Ｑ 介護予防支援の提供を受ける利用者数については，３分の１を乗じて件 

数に加えることとなったが，計算したところ４４．６６６６・・・とな 

った。この場合の小数点以下の取扱いはどうなるのか。 

Ａ 小数点以下については整数化しません。この場合は，４４．６６６６・・・ 

＜４５のため，４５件未満と判定します。（本件は厚生労働省に確認済み 

です） 
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キ 同一建物に居住する利用者へのケアマネジメント 

    介護報酬が業務に要する手間・コストを評価するものであることを踏 

まえ，利用者が居宅介護支援事業所と併設・隣接しているサービス付き 

高齢者向け住宅等に入居している場合や，複数の利用者が同一の建物に 

入居している場合には，介護支援専門員の業務の実態を踏まえた評価と 

なるよう見直しを行う。 

 

  
同一建物に居住する利用者へのケアマネジメント（新設） 

所定単位数の９５％を算定 

※算定要件 

①指定居宅介護支援事業所の所在する建物と同一の敷地内，隣接する敷地 

内の建物又は指定居宅介護支援事業所と同一の建物に居住する利用者  

②指定居宅介護支援事業所における１月当たりの利用者が同一の建物に 

２０人以上居住する建物（上記を除く。）に居住する利用者 

これまでにいただいた質問 

Ｑ 月の途中で，利用者が同一の建物に２０人以上居住する建物から２０人 

未満の建物に転居した場合でも減算の対象となるか。 

Ａ 減算の判断は，当該月のケアマネジャーとしての業務（モニタリング等） 

を最終的にどこで行ったかで判断してください。 

上記のケースでは，転居前の建物（２０人以上居住）で業務を行ってい 

れば減算となり，転居後の建物（２０人未満居住）で業務を行っていれ 

ば減算の対象外となります。（本件は厚生労働省に確認済みです） 
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（３）その他 

   ア テレワークの取扱い（★） 

    人員配置基準等で具体的な必要数を定めて配置を求めている職種のテ 

レワークに関して，個人情報を適切に管理していること，利用者の処遇に 

支障が生じないこと等を前提に，取扱いの明確化を行い，職種や業務ごと 

に具体的な考え方を示す。 

 

 

 

イ 公正中立性の確保のための取組の見直し 

    事業者の負担軽減を図るため，次に掲げる事項に関して利用者に説明

し，理解を得ることを居宅介護支援事業者の努力義務とする。 

 

 

 

    

 

 

  

介護保険最新情報ｖｏｌ．１２３７において，留意事項が示されております

ので参照してください。 

①前６か月間に作成したケアプランにおける，訪問介護，通所介護，地域密

着型通所介護及び福祉用具貸与の各サービスの割合 

②前６か月間に作成したケアプランにおける，訪問介護，通所介護，地域密

着型通所介護及び福祉用具貸与の各サービスにおける，同一事業者によって

提供されたものの割合 
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ウ 「書面掲示」規制の見直し（★） 

運営基準省令上，事業所の運営規程の概要等の重要事項等（※）につい 

ては，原則として事業所内での「書面掲示」を求めている一方，備え付け 

の書面（紙ファイル等）又は電磁的記録の供覧により，書面による壁面 

等への掲示を代替できる規定になっているところ，「書面掲示」に加え， 

インターネット上で情報の閲覧が完結するよう，介護サービス事業者は， 

原則として重要事項等の情報をウェブサイト（法人のホームページ等又 

は介護サービス情報公表システム）に掲載・公表しなければならない。 

（※）事業所の運営規程の概要等の重要事項，居室及び食堂の広さ，届出 

   事項，特別な食事の提供に係る情報（内容及び料金等），移動用リフ 

   ト使用時の留意事項等 

 

 

 

 

  

経過措置期間：令和７年３月３１日まで（令和７年４月１日より義務化）  
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３ 申請書等の提出期限について 

 申請書等の提出期限について，以下のとおりお示しいたしますので，遵守いた

だくようお願いいたします。 

 介護保険法施行規則の改正に伴い，令和６年４月１日以降に使用する申請書

等は，厚生労働大臣が定める様式にて手続きいただいていますので，過去の様式

等は使用しないでください。（ケア倶楽部にて案内済みです。） 

 また，最新の様式は，八千代市公式ホームページもしくは厚生労働省の公式ホ

ームページよりダウンロードしてください。 

 なお，参考条文は居宅介護支援のみ掲載していますが，介護予防支援の提出期

限等の取扱いに変わりありませんのでご参考ください。 

（１）指定申請書・更新申請書の提出期限について 

 

    

 

 

 

※１ １０日が閉庁日の場合はその前の開庁日。（電子申請は閉庁日も可。） 

※２ 指定有効期間の満了後に申請された場合，申請書は受理いたしません。 

従って，有効期間満了後の手続は，新規申請を行っていただきます。 

また，新規申請の場合，添付書類の省略は認められておりませんのでご注

意ください。（法人の吸収合併・吸収分割に伴う事業の引き継ぎを除く） 

なお，年度の始め頃に「八千代市ケア倶楽部」において，当該年度中に指

定有効期間が満了を迎える事業所を対象とした手続きのスケジュールを掲

載しておりますので，そちらもあわせてご確認ください。 

  

ア 指定申請書 

→希望する指定開始年月日の前月の１０日まで（※１） 

イ 更新申請書 

→指定有効期間満了月の１０日まで（※２）  
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参考条文 

介護保険法（抜粋） 

（指定の更新） 

第七十九条の二 第四十六条第一項の指定は，六年ごとにその更新を受け

なければ，その期間の経過によって，その効力を失う。 

(準用) 

第百十五条の三十一 第七十条の二の規定は，第五十八条第一項の指定につい 

て準用する。この場合において，必要な技術的読替えは， 

政令で定める。 

 

http://srb17.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb17.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb17.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
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（２）変更届出書等の提出期限について 

  

 

 

 

 

 

 

※ 各届出書は事前提出が可能です。変更等が予定されている場合は，事前 

提出に努めてください。 

※ 事業所の休止・廃止の提出期限は，市への届出時期をお示ししているも 

 のであり，利用者等への周知を１月前までにすればいいという意味ではあり 

 ません。 

休止や廃止を決定した段階で利用者がいらっしゃる場合は，利用者等への 

 周知や他事業所への引き継ぎ等に時間を要することから，トラブルを防止す 

るためにも十分な周知期間を設けてください。 

  

変更届出書 

再開届出書 

 

休止届出書 

廃止届出書 

変更・再開日から１０日以内（※）  

休止・廃止日の１か月前まで（※）  
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参考条文 

介護保険法（抜粋）  

（変更の届出等） 

第八十二条 指定居宅介護支援事業者は，当該指定に係る事業所の名称及

び所在地その他厚生労働省令で定める事項に変更があったと

き，又は休止した当該指定居宅介護支援の事業を再開したとき

は，厚生労働省令で定めるところにより，十日以内に，その旨

を市町村長に届け出なければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は，当該指定居宅介護支援の事業を廃

止し，又は休止しようとするときは，厚生労働省令で定めるとこ

ろにより，その廃止又は休止の日の一月前までに，その旨を市町

村長に届け出なければならない。 

(変更の届出等) 

第百十五条の二十五 指定介護予防支援事業者は，当該指定に係る事業所の名 

称及び所在地その他厚生労働省令で定める事項に変更があったと 

き，又は休止した当該指定介護予防支援の事業を再開したときは， 

厚生労働省令で定めるところにより，十日以内に，その旨を市町村 

長に届け出なければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は，当該指定介護予防支援の事業を廃止 

し，又は休止しようとするときは，厚生労働省令で定めるところに 

より，その廃止又は休止の日の一月前までに，その旨を市町村長に 

届け出なければならない。 
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（３）介護給付費算定に係る体制等に関する届出書の提出期限について 

 

 

 

 

 

 

 

  

介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（介護予防支援も同様） 

→算定を開始する月の前月の１５日まで（一部の地密サービスを除く） 

（※１６日以降の届出は翌々月からの算定（以下参照））  

参考 

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービ

ス，居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援

に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項につ

いて（老企第３６第１）（抜粋） 

第１ 届出手続の運用 

１ 届出の受理 

（１）～（５）（略） 

（６）届出に係る加算等の算定の開始時期 

届出に係る加算等（算定される単位数が増えるものに限る。以下同 

じ。）については，適正な支給限度額管理のため，利用者や居宅介護支 

援事業者に対する周知期間を確保する観点から，届出が毎月１５日以 

前になされた場合には翌月から，１６日以降になされた場合には翌々 

月から，算定を開始するものとすること。 
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４ 電子申請届出システムの運用開始時期について 

 介護保険法施行規則の改正に伴い，令和６年４月１日より，全ての事業所は指

定の申請や変更の届出等を厚生労働省の「電子申請届出システム」により提出

しなければならないこととなりました。（令和８年３月３１日までは経過措置期

間。） 

 「電子申請届出システム」の導入に伴い，ちば電子申請サービスによる指定申

請等の手続きは終了予定となります。 

 （１）電子申請届出システムの概要 

介護サービス情報公表システムの機能を拡張し，指定申請機能等のウェ  

ブ入力・電子申請を行う。 

（２）利用開始時期について 

  令和８年３月３１日までに開始予定（※） 

 ※開始前に，八千代市ケア倶楽部にてご案内いたします。 

（３）利用にあたっての準備等 

  ア ＧビズＩＤの取得 

本システムで利用できるアカウント種類は，「ＧＢｉｚＩＤプライム」 

   と「ＧＢｉｚＩＤメンバー」のみとなります。 

「ＧＢｉｚＩＤエントリー」ではご利用いただけません。 

   イ 登記情報提供サービスの利用申込 

紙媒体での提出に代わり，登記所が保有する登録情報をインターネッ 

ト上で確認できる「登記情報提供サービス」の利用を推奨しております。 

申請・届出時に照会番号を添えることで，指定権者が「登記情報提供サ

ービス」を通じて，登記情報を確認することができます。 

   ウ ブラウザ環境の整備 

    Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ Ｅｄｇｅ 最新版 

Ｓａｆａｒｉ 最新版 

Ｇｏｏｇｌｅ Ｃｈｒｏｍｅ 最新版  
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５ 八千代市ケア倶楽部のユーザー情報変更について 

 市からの情報発信は，原則，「八千代市ケア倶楽部」（以下，ケア倶楽部）を

通じて行います。 

人員等の変更に伴って，登録されているメールアドレスが変更になった場合

は，市から提供する情報を把握できない可能性がございますので，ユーザー情

報変更（確認）をお願いします。 

ユーザー情報の変更（確認）方法は，以下の手順で行ってください。 

（１）ケア倶楽部にログインし，「ユーザー情報変更」をクリック 
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 （２）登録内容を確認（変更）する 

   こちらでは，任意のパスワードへの変更や，登録されているメールアド 

  レスの確認（変更）ができます。（ログインＩＤは変更できません。） 

   複数のメールアドレスを登録することによって，市からの情報を漏れな 

く把握することができますので，可能な限り設定をお願いします。 

 

 （３）ログイン時の注意点 

   ケア倶楽部の登録は，事業所番号（サービス）ごとに行っております。 

市からの情報は，対象サービスを絞って発信することがありますので， 

必ずサービスごとにログインしてください。（１つの事業所番号で複数事 

業所の指定がある場合は問題ありません。） 
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６ その他連絡事項 

 既にご存知の方もいらっしゃるかと思いますが，本市では，令和２年１０月１

日より，市役所各課に直通番号を設定しております。 

 目的の部署へ直接電話をかけることができ，代表電話が混雑しているときで

もお待たせすることなくご用件をお伺いすることができますので，可能な限り

直通番号によるお問合せをお願いします。（電話の混雑状況によっては，担当

班以外が電話に出る場合がございます。） 

 参考までに，長寿支援課の各班における担当業務及び直通番号を掲載いたし

ますので，今後の業務の参考としてください。 

 なお，下記に記載のないものについては，代表番号（０４７－４８３－１１

５１）からお問合せいただければ，電話交換が内容を聞き取り，担当課（班）

へつなぎます。 

（１）資格・徴収班・・・０４７－４２１－６７３３ 

 ・介護保険料の賦課，徴収，減免に関すること 

 ・住所地特例に関すること 

 ・介護保険事業計画に関すること 

 ・補助金等に関すること 

 ・介護保険資格付与に関すること（被保険者証の交付等含む） 

 ・ちば障害者等用駐車区画利用証の交付に関すること 

（２）給付・指導班（給付担当）・・・０４７－４２１－６７３４ 

 ・介護保険負担割合に関すること（負担割合証の交付等含む） 

 ・介護保険負担限度額認定に関すること（限度額認定証の交付等含む） 

  ・高額（医療合算）介護サービス費に関すること 

  ・住宅改修に関すること 

  ・過誤調整に関すること 

  ・軽度者に対する福祉用具貸与（例外給付）に関すること 

・特定事業所集中減算に関すること 
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（３）給付・指導班（指導担当）・・・０４７－４２１－６７３５ 

  ・地域密着型サービス事業所等の指定に関すること（届出等の管理） 

・指定居宅介護支援（介護予防支援）事業者の指導・監査に関すること 

・地域密着型サービス事業者の指導・監査に関すること 

・介護予防・日常生活支援総合事業者の指導・監査に関すること 

 ・高齢者施設等従業者による虐待に関すること（※） 

 ※養護者による虐待は，福祉総合相談課になります。 

 （４）認定班・・・０４７－４２１－６７３６ 

  ・要支援・要介護認定の申請手続きに関すること 

  ・認定調査（委託），主治医意見書に関すること 

  ・認定審査会のスケジュールに関すること 

  ・認定結果に関すること（代理受領含む） 

  ・障害者控除対象者認定証，おむつ使用証明書に関すること 

  ・事業対象者のチェックリストに関すること 

 （５）生きがいサービス班・・・０４７－４２１－６７３７ 

  ・ふれあい大学校に関すること   

・介護用品購入費助成に関すること 

  ・ねたきり老人福祉手当に関すること 

  ・はいかい高齢者家族支援サービスに関すること 

  ・在宅重度認知症高齢者手当に関すること 

  ・配食サービスに関すること 

  ・日常生活用具の給付・付与に関すること 

  ・緊急通報システムに関すること 

  ・高齢者等外出支援事業に関すること（タクシー券） 

  ・通所型短期集中予防サービスに関すること 
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７ 受講報告について 

 受講報告は，ケア倶楽部（※）のアンケート機能を用いて実施いたします。 

アンケートの回答をもって，受講完了となりますので，管理者は令和７年２

月２８日（金）までに必ずご回答ください。 

※ログインできない場合は，長寿支援課までご連絡ください。 

※該当サービス以外のアカウントでログインされた場合，アンケート内容が 

表示されない可能性がありますので，必ず「居宅介護支援」か「地域包括 

支援センター」のアカウントでログインしてください。 


